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研究ノート
援助のコストにかんする覚書
山本 繁綽
はじめに
援助という言葉は，ある意味では曖昧な概念であって1), 明確な定義は存在しないが，
公約数的に表現すると，先進国から開発途上国へ資源の一方的移転ということができよ
う。そのばあい，資源とは何を指すのか，言いかえると，援助の具体的な形態は何かとな
ると，必ずしもその範囲が明確ではないが，概して次のように分類されている2)。
まず，広義の分類としては為替政策による資源の移転か，通商政策による資源の移転か
によって，経済援助 (EconomicAid)と貿易を通ずる援助 (AidThrough Trade)と
に分けられよう。経済援助とはDACの統計では，毎年の援助額から元本の償還を控除し
た純額の資金量で表わされ，贈与，借款，投資および輸出信用（借款，輸出信用について
は返済期限1年超のもの）を含む。これらは援助の主体によって公的援助と民間援助とに
分類される。公的援助のうちとくに政府開発援助 (OfficialDevelopment Assistance1 
と呼ばれるのは，政府によって供与される商業ベースよりも緩和された条件による，いわ
ゆるソフト・ローンの贈与，借款などであり， DACで aidというのはこれを指してい
る。以下の次節で経済援助というばあい，この政府開発援助に当るものを仮定していると
考えていただきたい。それ以外の政府援助はその他の政府資金の流れ (OtherOfficial 
Flow) と分類されている。 また，民間援助は，民間直接投資，民間証券投資，民間輸出
1)経済援助の概念については入江〔2〕参照。
2)通商産業省貿易振興局「経済協力の現状と問題点」（各年）参照。また， LB.Pearson,
eta!., Partners in Development, Report of the Commission on Intevnational 
Development, Praeger, N.Y. 1969. p.136, 大来佐武郎監訳『開発と援助の構想， ヒ°ア
ソン委員会報告」日経新聞社， 1969,110ペー ジ参照。
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信用等を含み，民間資金の流れ (PrivateFlow) と分類されている。一方；貿易を通ず
る援助は，これによる被援助国の輸出拡大，あるいは貿易収支の改善で表わされるであろ
うが，経済援助のようには量的に把握されない。これには国際商品協定や特恵関税による
ものが考えられるであろう。
このように，ひとくちに経済援助といっても多種多様のものが含まれており，経済援助
だけを取ってみても，まったく無償の贈与から利子や償還条件において商業ベースの資本
移動に至るまでさまざまなランクのものが存在している。ハリー・ジョンソンは援助概念
はいわば「ずだ袋 (ragbag)」であるといった3)。 したがって，援助目標としてしばし
ば言われているGNPの1バーセント援助といっても，国によって援助形態が違うのであ
るから，簡単に比較できないものともいえよう。
そこでビンカスは4)' 経済援助にかんして，種々異なった形態の各国の援助を比較する
•ための 1 つの方法を提起した。それは援助の支払額の現在価値から援助国内の資本収益率
によって割引かれた元利受取額の現在価値を差引いたものである。それは援助国の負担す
る援助の補助金的部分を表わすものといえよう。以下それを援助のコス，卜を呼ぶことにし
よう。援助のコストはまた援助の「グラント・エレメント (GrantElement)」とも呼ば
れ，しばしば用いられ，そして計測され，さらにDACの勧告基準に用いられている。 5)
さて，この覚書は次のことを意図する。
第1に，経済援助のコストについて，シュミジト〔7〕，・フランク [1〕の分折を整理，発
展させる。すなわち援助のコストを，毎期均等に返済される借款のばあいに拡大するとと
もに，コスト:. 利益比率 (cost-benefitratio)を用いて統一的に比較することを試みる。
第2に，貿易を通ずる経済援助のコストについては， ビンカス〔6〕，マイクセル〔4〕の商
品協定の分折を紹介するとともに，特恵関税についても同様の分折を試みる。
第3に；これらの援助のコストの概念の問題点を指摘する。
それらは次の各節において順次なされるであろう。
3) Johnson 〔幻 p.118。
4) Pincust釘p.361・〔6〕p.115, 訂〕 pp. 308翌 13,入江〔2〕17ページ。渡辺〔9〕11~13 
ペー ジ。
5)グラント・エレメントという用語は， L.B.Pearson,et al., Partners in Deveopm昴 t,
（前掲書） p.140, 邦訳113ペー ジ。 通商産業省貿易振興局『経済協力の現状と問題点
1970」55-56ページ。測定結果については， Pincus〔釘，〔6〕,〔7〕参照。
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援助のコストにかんする覚書（山本）．
経済援助のコスト
経済援助の形態として次の4つのケースを仮定しよう1)。
Iのケース，初年度に全額提供される贈与
Iのケース，毎年均等に分割提供される贈与
皿のケース，最終年度に全額返済される借款
IVのケース，毎年均等に分割返済される借款
記号を次のょうに定めよう。
C: 援助国における援助のコスト
B: 被援助国における援助の利益
（これらは上記の各ケースによって1,2,3,4とサプスクリプトを付ける。）
y: 援助国における資本収益率
r: 被援助国における資本収益率
L: 援助額
p: 借款のばあいの利子率
n・: 借款のばあいの償還期限
援助のコストとその比較
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上に仮定した4つのケースについて，各援助のコストを式で表わ．そう。援助のコストと
は，前述のように，援助国が提供した資金の現在価値から，利子・元本の返済額を援助国
の資本収益率で割引いた現在価値を差引いたものである。なお， 分析を簡単にするため
に，贈与にしても，借款にしても，援助国が提供する資金の額は1と仮定しよう。すなわ
ち L=lとしよう。なお，この仮定は援助の最適条件のところで除去される。なおY<L
P<.1である。
1のケース
C1= 1 
Iのケース
1) I.II.illのケースはシュミット〔8〕による。 IVのケースは筆者が付け加えたものであ
る。現実の借款の形態として.mのケースよりも1Vのケースの方がより一般的であるこ
とはいうまでもないであろう。
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” C2 =エ 1 . t=1 n(1 +y)1 ny 1 =_L{ 1 -(1 +y)一n}
皿のケース
” Ca= 1-:-工 P l 1 
1=1 (1 + y)1 (1 + y)n y 
- =ー (y-P){l-(1+y)一n}
Wのケース2)
n { p(-n-t+ 1) 1 } 1 P 
C4= 1 -:E1 n (1 + y)1 + n(1 +y)1 =万(1--;){ny-1 + (1 +y)一"}
?
あるいは
C4=-¼(1 -f)r1 
ただし.(l+y)一n=1 ;--ny+lJ 
n(n+l) n(n+l)(n+2) 
lJ = 2! 炉ー 3! y吐…
2項級数の性質から ny>lJ>O 
前節で指摘したように，政府開発援助とは借款のばあい商業ベースよりも低利のソフト
・ローンをいう。それは，借款の利子率が援助国の資本収益率より低いばあい， すなわ
ち， P<Yのばあいに当たると考えても差支えないであろう。以下においては政府開発援
助を仮定して，つねにP<Yのばあいを仮定しよう。そうすると，上記の C1,C2, Ca, C4 
はいずれもプラスとなる。すなわち，コストとなって利益とはならない。
そこで，これら C1,C2, Cs, C4の大小関係をしらべてみよう。
(1) C1とC2の比較
C1-C2=l-—{l~(l+y)一n}=一{ny-l + (1 + y)一n}=一 8
ny ny ny・ 
さきに示したようにny>rJ>Oであるから
:. C1>C2 
nn+t+l n 1 n―1 
2) :E =エ十 E 1 
1=1 (1 +y)1 1=1 (1 + y)1 1=1 (1 +y)1 
＋・、．．．
2 
……+E 1 ＋ 1 
1=1 (1 + y)1 (1 + y) 
この級数の総和の求め方については小沼啓助教授（関西大学工学部）のご教示による。
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援助のコストにかんする覚書（山本）
{2) C1とCsの比較
p 
C1 -Ca= 1 -(1 --) { 1 -(1 + y)一H)
y 
p 
1>->o, 1>C1十y)一n>oであるから，
y 
.• C1>Cs . 
(3) C1とC4の比較
1 p 
C1-C4 = 1.-ny, (1-y) {ny-1只 1+y)一H)
=-¼[np+ (1. -f) { 1 -(1 + y)呵〕
p 
C>--'-> o , 1 >C1 + y)一n>oであるから，
y 
・=・C1>C4 
(4) C2とCsの比較
1 、 P
Cz-C~=ny{ 1 -(1十y)一n);-(1 -y){l -(1 +y)一H)
1 ＝一{1-(l+y)—n){l-n(y-p))
ny 
1 ・ 一奎y-pに応じて C2奎Ca
n 
(5) C:2とC4の比較
1 1 p 
C2-:-C4=万 {1-(l+Y)―n}―万 (1-y){ny~l+(l+y)一n}
=-¼〔（号） {1_;(1~ 十y)一n}-(1-f)ny〕
=¾((2-f)(ny-0)- (1-f) ny〕
:. G.i>C4 
p 
1>->o, ,ny>B>oより
y 
(2-ど)> { 1 _!_)ny-B<nyであるから
y Y• 
{6) CsとC4の比較
;. ヽ-•• '. _-. -. . 
L ___・--・ ____ ;·"···--~~:. ____・-―--'--_・. — ______ :_. --・----・ 一こ—"'--~--~--—-'--·''-―•
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Cs -C4= (1 -f){ 1 -(1 +正｝一土 (1-f){ny-l+(l+y)一n)
＝万 (1-f) (1 + y-n) {(1 + Y)一n_1-ny) 
=¼(1 -f) (1 + y)一”
o= (1 +y-n..,. 1 -ny= —炉＋n (n-1) n(n-1) (n-2) 
2! 3! 
p 
1>-->o, . 1>0 +y)一n>oよりy 
Cs>C4 
yB'J-'… 
問題はC2,Cs, C4の大小関係である。一般的にいって，贈与は借款よりもコストが大き
いと思われるであろう。しかし， Iの毎年均等に分割提供される贈与は，借款よりも必ず
しもコストが大きいとはいえないことが判明する。贈与が借款よりも援助国にとって負担
の軽いばあいがあるとは奇異に感じられるかもしれない。しかし，それは分割の期間が長
いばあいは，一定の数値で割引いた贈与の現在価値は大幅に低下すると考えられるからで
ある。最後に，同じ借款でも最終年度に全額返済されるケースは，毎年均等に分割返済さ
れるケースよりも援助のコストは大きい。それは前者の方が後者よりも元本を寝かしてお
く期間が長いことと，国内の資本収益率よりも低い利子（ということはマイナスの真の利
子）をより多く受取ることとの両方の理由によるためである。
援助のコスト•利益比率とその比較
いま，種々の形態の援助のコストを絶対額で比較した。これはいうまでもなく，援助国
側からの一方的な援助の基準ということができよう。援助は他面において被援助国に利益
をもたらす。ここで援助の利益とは，援助の受取額の現在価値から被援助国内の資本収益
率によって割引かれた元利支払額の現在価値を差引いたものと定義しよう。それは援助の
コストと全くアナロガスな概念で，先の援助のコストの式において，援助国の資本収益率
yのかわりに被援助国の資本収益率rを置き換えただけで，全く同様に求めることができ
る。 I,II,Ill,IV各ケースの被援助国における援助の利益をBi,B2, Bs, B4としよう。そし
て念のため示しておこう。
1のケース B1= 1 
Iのケース
104 
1 B2=―{ 1-(1 + r)一;.}. 
nr 
-・'----・--------―-~----—二．―,_ • --•··----. 
援助のコストにかんする覚書（山本）
1 mのケース Bs=-(r-p){ 1-(1 + r)一f}
r 
p 
IVのケース B4=nァ(1一ァ） {nr -1 +(1 +r)―n)、
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いうまでもなく，被援助国はその資本収益率が借款の利子率よりも高くなければ，借款
を受けないであろう。それでなければ援助によるマイナスの利益，すなわち，損失が生じ
るからである。だから，上式において， つねにr>Pであるばあい， したがってB1,B2, 
BぶB4がいずれもプラスとなるぱあいを仮定しよう。そうすると，各ケースの援助の利益
の大小関係は，援助のコストのそれと全く同様に求めることができる。そして，コストの
大きい形態の援助は利益もまた大きく，コストの小さい形態の援助は利益もまた小さいと
いうことができよう。
さて，援助国にとっては援助のコストの小さい援助が望ましい。また，被援助国にとっ
ては援助の利益の大きい援助が望ましい。しかし，いま述べたように，コストの大きな形
態の援助は利益もまた大きく，援助国と被援助国の援助形態にたいする選好の基準は相反
する。それではどういう援助がいちばん望ましいか。この問題を解決するために，援助の
コスト•利益比率という概念を提起しよう 3)。援助のコスト•利益比率とは援助国の負担
する援助のコストにたいする被援助国の得る援助の利益の比率をいう。すなわち，すでに
求めたBにたいする Cの比率である。 この援助のコスト• 利益比率が小さいことは，利
益にたいするコストが小さいことであり，逆にいって，コストにたいする利益が大きいこ
とである。しだがって，援助国・被援助国の双方からなる世界的見地からは，コスト•利
益比率の小さい形態の援助が望ましく，大きい形態の援助が望ましくないといえよう。す
なわち，援助のコスト・利益比率は世界的観点からの援助形態選好の基準となるものであ
る。
そこで，上記の 4 つのケースについて，それぞれ援助のコスト•利益比率を求めてみよ
3) ここでいうコスト• 利益比率は開発計画で用いられている C。st-BenefitAnalysis 
そのものではない。 Cost-Benefit Analysisでいう Cost,Benefitとは実際に生じる
直接，間接のすべてのものをいうのであって，たとえば援助のばあいでも，援助による
資本蓄積効果や貿易拡大効果のようなものももちろん含めなければならない。しかし，
ここでのコスト• 利益比率という基本的な考え方そのものは， Cost-Benefit Analysis 
に通じるものといってよいであろう。なお，シュミットはコスト• 利益比率という言葉
は使っていないが，結果的には同じ旧：率を導き出して，それによって各援助形態を比較
している。 Schmidt〔釘 Appendix参照。本文の比較方法もこのシュミットによる。
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う。そして，それらの比較を試みてみよう。各CとBより，
Iのケース C1 ＝ B1 1 
Iのケース C2 r{l-(l+y)一＂｝苓万{1-(l+r)呵
Ilのケース
Ca r(y-P) { 1 -(1 +y)--n) 
＝ 
Ba y(r-P) { 1 -(1 +r)一n)
Wのケース
C4 r2(y-P) {ny-1 + (1 +Y)一n)＝ B<1 炉(r-P){nr-1 + (1 +r)一n)
これらのコスト・利益比率はY>P,r>Pであるからいずれもプラスである。これらの
大小関係はyとrの大きさによって単純に判定することができないが，次のように試みて
みよう。
(1) C1 C2 瓦＿と瓦ーの比較
まず， C2 
B2 より
cf>= 1-(1 +a)一”
<I, 
，ただし a>o
なる関数を仮定しよう。これをdで微分すると
dc/> 瓜1-n)-{ 1-(1 +a)一•j＝ da 企(1+a)n+l 
dc/> が得られるが， n>lであるかぎり，――<oである。ということは，¢は dの単調減少da 
関数であることを意味している。したがって，”町に応じて， cf>(y)奎c/>(r)である。これ
．を用いて C2/B2について次の結果が判明する。
~=cf>(y) 
B2 c/>(r) であるので，
y奎rに応じて・i戸1,したがって ¾ 垂¾
(2)●秘と鷹＿の比較
前段と同様に， Ca Ba より
x =1..(a-P) { 1-(1 +a)一f}
<I, 
なる関数を仮定し，これを dで微分すると，
106 
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dX P{l-(l+ct)一n)+nct(ct-P)(1 +ct)一”ー1＝ da ct2 
が得られるが， a>Pであるかぎり， dx・ ~ 孟 >oである。すなわち， Xはaの単純増加関数
である。したがって，ッ奎rに応じて， X(y)奎X(r)である。それゆえ，次の結果が判明す
る。
Cs X(y) 
Bs X(r) 
y奎rに応じて，. C 一邑奎 1,
Bs 
したがって g邑逗f!_
Bs B1 
(3) C1 とC4. 瓦瓦―の比較
C<1 これも前段，前々段と同様に，ー―—よりB<1 
1 ,fr=—ー(a-P){na-1 +(1 +a)一n}
企
なる関数を仮定し，これを Cl,で微分すると
d,fr ・= { 1-= 2 (a-P)} {na―1 +(1 +a)一n}+n (a-P) { 1 -(1 +aJ一n}da . e1,2 
が得られる。 a>Pであるから，もし， ½>a-P であるばあい（十分条件），岳t>o と
なり，れまaの単調増加関数である。しかし， ½<a-P であるばあいは，岳tのプラスマ
イナスは不明である。したがって， ½>a-Pであるばあい， y奎r に応じて， ,fr(y) 奎 ,fr(r)
である。それゆえ，次の結果が判明する。
~= ,fr(y) 
B4 ,fr(u) であるので，
½>a-P のばあい，
y奎rに応じて， C4 • C4奎 Q一奎 1, —- --. B4 .• B4 B1 
(4)_ i炉岳＿の比較
上の(1),(2)の結果より
y 奎 r に応じて，続（委続）至¾
(5) C2 とC4 瓦瓦ーの比較
? ? .107 
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同様に上記の 1,3の結果より
½>ct-P のばあい
y 奎 r に応じて，¾(至§日蚕¾
(6) Cs C ーーと一土
Ba B4 の比較
芸が麿より大てあれば，¾ば紐より大であり，岳｝が点tょり小であれば＂
Cs C4 ーーは一ーより小であるから， dx d,fr 恥 B4 ―とー一dct dct の大小関係は容易に判明しない。
したがって Ca C —ーとーi
Ba B4 の大小関係は不明
これらの結果の意味について簡単に説明をつけ加えておこう。コスト•利益比率の比較
においては，援助国の資本収益率と被援助国の資本収益率との差異が決定的な役割りを果
す。すなわち，被援助国の資本収益率が援助国の資本収益率より高いばあいは，贈与は借
款よりコスト• 利益比率は大きいが，逆のばあいは，贈与は借款よりコスト• 利益比率は
小さい。さきに，コスート• 利益比率が小さいほど，そのような援助は世界的親点から望ま
しいことをあきらかにした。したがって，援助国の資本収益率が被援助国の資本収益率よ
り高いばあいは，贈与は借款より望ましいが，逆のばあいは，借款は贈与より望ましいと
いえよう。これはシュミット〔7〕の導いた興味ある結果であり，ハリー・ジョンソンも注
目している点である4)。
次に，同じ贈与でも毎年均等に分割提供される贈与は，初年度に全額提供される贈与に
比べてコストも利益もともに小さいことはさきに判明した。しかし， コスト・利益比率と
なると，援助国の収益率と被援助国の収益率との大小関係によって，均等払いのコスト・
利益比率が全額払いのコスト•利益比率より小さくなったり大きくなったりする。この結
果とさきの結果とを組み合わせて次のことがいえるであろう。いずれの援助形態をとる
も，援助の額は一定としよう。収益率の高い先進国が収益率の低い・開発途上国に援助する
ばあいは，分割払いの贈与がいちばん望ましく，全額払いの贈与がこれに次ぎ，借款はい
ちばん劣る方法であろう。逆に，収益率の低い先進国が収益率の高い開発途上国に援助す
るばあいは，借款の方が望ましく，全額払いの贈与がこれに次ぎ，分割払いの贈与がいち
ばん劣る方法であろう。
4) Johnson⑬) p.123. 
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最後に，元利の返済方法による借款形態の違いがコスト•利益比率をどのように異なら
すかについては，いちがいにいえないことが判明した。
援助の最適条件
前段でコスト•利益比率が小さいほど望ましい形態の援助であることをあきらかにし
た。コスト• 利益比率の式が求められたので，コスト• 利益比率を最小にするような利子
率と借款額とを求めてみよう。
そこで，第1段階して，被援助国の得る利益一定B=百という仮定のもとで，援助国の
負担するコ・ストを最小にするという形で，援助のコスト•利益比率を最小にすることを試
みてみよう。以下では借款額が変数となるので， Lが導入される。まず，皿のケースにつ
tいて考察しよう。それは，
① Ba=(1 -.P.) { 1-(1 +r)一H)L の制約のもとで
② Cs = (1 _p_) { 1 -(1 + y)一H)L 
y 
．の最小を求めるという問題となる。それは厳密を欠くが5)' ③の式をLで微分してゼロと
おき
約=(1-知 1+(1 +y)一H)=Oy 
．これと①の式とを連立させて， p,Lの値を求めればよい。その解はY-/=0であるから
P=Y, L= 万8
(1-子）{ 1-(1 +r)一n}
となる。ただし，これはr>yのばあいに限られる。たとえば， y>rのばあいはLはマイ
ナスとなって都合が悪い。したがって， y~r のばあい， L が非負の範囲で Cs が最小とな．
るところは，Rよりy=rのばあいで，それゆえ，②,①を用いて，解
Ba P=O, L= ,_ ,_.、~-
.5)厳密には
P~O, L~O 
瓦 =(1__ J_){ 1 -(1 +r)一n)L 
r 
Min Ca=(1 _p_) { 1-(1 +r)一n}L 
y 
という形のノンリニアープログラミングの解を求めるという形をとらなければならな
1、い。この点，上河泰男教授（神戸商大）のご教示による。
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が得られる。この2組の解が援助の利益一定のばあいにおける最適利子率と最適借款額で
ある。
第2段階として，援助の利益一定の仮定を除去しよう。このような仮定は分折の便利上
のものである。被援助国にとっては援助の利益が多い方が望ましいであろう。それは，上
記の2組の最適解において， Bs=BsのかわりにBa→OOとおけばよい。したがって最適解
は次のように変更される。
y<rのばあい
P=Y, L=00 
y~r のばあい
P=O, L=oo 
要するに，コスト•利益比率を最小にする援助条件は，借款額は多ければ多いほどよい
ということであり，借款の利子率は，援助国の資本収益率が被援助国の資本収益率より大
きいばあいは，援助国の資本収益率に等しく， 逆のばあいはゼロであるということであ
る。
•この結果は図6)で明快に示すことができる。第 1 図は横軸に利子率，縦軸に借款額をと
り， bb曲線は上記①の式を， C C曲線は②の式をそれぞれ示す。それらは， それぞれP
=rとP=Yとに収束する右上りの上方に凹状の曲線であることはあきらかであろう7)。い
ま，援助国において一定のコストを示す CC曲線と，被援助国において一定の利益を示す
bb曲線が与えられると， 両曲線の交点Eで利子率と借款額が決定されるであろう。さ
て，被援助国の利益を一定として援助国のコストを減少させていくことは, b b曲線をそ
のままにして， C C曲線を下方ヘシフトさせていくことになる。すなわち， C C曲線を
c'c'曲線， CUCH曲線とシフトさせていこう。均衡点は E, E', EHと変化するであろう。・
ということは， y<rのばあいは利子率は上昇し，借款額は増大することを意味する（左
の方の図）。そして最終的には，利子率はyに，借款額はbb曲線とP=ツとの交点の縦軸
6) Frank (1〕による。ただし，フランクはY<P, すなわち，マイナスのコストのばあ
いを仮定しているから， C C曲線は右下りとなっている。
7)①より dL _ L >o ・d2L 2L ―- - >o dp r-P'dP2 = (r-P) 
P→0とすれば L = 1 -?t+r)2' p→yとすれば L=O 
③についても同様。
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第 1. 図
座標にそれぞれ収束することがわかるであろう。
y~r のばあいは右の方の図に示される。同様に，被援助国の利益を一定として援助国
のコストを減少させていくことは， CC曲線を下方にシフトさせ，それとbb曲線との交
点を求めていくことである。そして， Lが非負の範囲内で最も下位の CC曲線とbb曲線
との交点はbb曲線が縦軸を切る点においてである。したがってこのばあい，利子率はゼ
ロに収束するであろう。
以上はBa~万3, すなわちbb曲線を固定したばあいの最適値であった。次にBa→ooと
するとbb曲線は上方に無限にシフトするであろう。そうすると，最適値もまた上方に無
限に移動するであろう。したがって借款額はY<r,y~r いずれのばあいとも無限大とな
る。ただし，利子率は変わらない。
以上はmのケースについて，コストの利益比率を最小にするような最適利子率と借款額
とを求めた。 IVのケースについてもそれらを全く同様に求めることができる。しかも最終
結果はIlのケースと全く同ーとなる。したがってここでは省略することにする。
貿易を通ずる援助のコスト
貿易を通ずる援助として国際商品協定と特恵関税とをとり上げよう。そして，援助国の
負担するコストと被援助国の得る利益とを表示することを試みてみよう。ただし，このば
あいの援助のコスト•利益は一定時点の経済的厚生の変化で表わすものであり，前項の経
済的援助のばあいのように，将来収益を現在価値で表わしたものと概念的に異なる。だか
ら，両者を比較することはできない。この点を最初にことわっておこう。
商品協定
いま，ある商品の自由価格が商品協定で決められた下限価格より低下するばあいを想定
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しよう。そうすると，生産国はこの下限価格で売ることができるし，消費国はこの下限価
格で買わなければならない。このばあい，消費国の需要量によって取引量が決められると
仮定しよう。図1)にかんしていうとこうである。第2図のSSは生産国の供給曲線， DD
は消費国の需要曲線，そしてOP'は商品協定の下限価格である。このばあい，商品協定が
効力を発揮すると，均衡点は Iでなく E'で， したがって取引量は OX'であると仮定す
る。それは， 下限価格においては取引量が OX'となるように生産の割当制が行なわれる
かバッファー・ストックによる購入が行なわれるかいずれかであると考えてよい。さて，
自由価格のばあいに比して商品協定時の消費国の負担するコストと生産国の得る利益はど
のように図示されるであろうか。
得
P',-----
?
J/s 
X'X 
第 2 図
数巖
商品協定のため，本来自由価格 OPで売買されるのが下限価格 OP'に引上げられ，取
所量は OXからOX'に減少する。したがって， 消費国の負担するコス・トは消費者剰余の
減少分PP'E'Eで表わされる。一方，生産国の得る利益は2つの部分に分けられる。 Eの
均衡点がかりに OX'の取引量における通常のばあい均衡点 Gに移動するとすれば生産国
は生産者剰余HPEGを失うであろう。しかし，商品協定時の均衡点E'はGに比べてHP'
E'Gだけ余分の収入を生産国に与えることを示している。だから，生産国の得る正味の利
益は， HP'E'G-HPEG, すなわち， PP'E'F-GFEで表わされるであろう。ここでは，
前節のコスト•利益比率のかわりに，消費国の負担するコストと生産国の得る利益の差額
1) Mikesell (4) p.235, Fig 5による。 Pincus(釘p.148の図の説明とは少し異なる。
112 
;、-
—,I—---- __:,_~-ー-----~;--'-----'-------―-- ---
援助のコストにかんする覚書（山本）
rをとることにしよう。そうすると，
I'=PP'E'E-PP'E'F+GFE=FE'E+GFE 
/i 5 I 
となり， rはプラスで，第2図の斜線の部分の面積で示される。その面積は明らかなよう
に2つの三角形の面積に分けられ，弾力性を用いて次のように表わすことができる2)。
r吋(1+-})7J Xo s2 
7/(=互.AP.): 消費国の輸入需要の弾力性X。,:JP
e(=¾• 岱）：生産国の輸出供給の弾力性
Xo: 取引極の初期値 (OX,あるいはOX')
P: 価格 (Po=1) -
s : 価格支持幅（自由価格と下限価格との差）
この結果の意味を簡単に説明しておこう。
rは常にプラスであるから，消費国の負担するコストは生産国の得る利益より大で，商
品協定は全体としてコストをもたらす。これは，一般に統制は自由市場に比べて経済的厚
生が劣るという周知の命題の1つの証明でもある。また，前式より商品協定のコストは価
格支持幅の 2乗に比例するのであるから，価格支持幅の割には大きいといえよう。もっと
も，価格支持幅が一定のばあいにおける商品協定のコストは2つの弾力性値に依存してい
て，消費国の需要曲線の弾力性が大きいほど，また生産国の供給曲線の弾力性が小さいほ
ど，大きい。現実の問題として，商品協定は主として一次産品にたいするものであり，一
次産品の需要の弾力性は概して小さいとみなされるし，また，合成代替品が存在し，協定
のアウトサイダーも存在するばあいは，供給の弾力性は大きいとみなされるかもしれな
い。そうすると，上記の結果から，商品協定という形で行なわれる援助は全体としてコス
トをもたらすものであるが（ということは，コスト• 利益比率は1より大）， そう大きな
ものとは考えられないであろう。
特恵関税
先進国が開発途上国に特恵という形で援助を与えるばあい，いままでのところのよう
に，援助国の負担するコストと被援助国の得る利益という形で論じることはできない。 1
2)この求め方については，山本繁綽「関税のコストにかんする覚書」関西大学「経済論
集」第19巻，第3号 (1969年8月） 353-370ペー ジ参照。
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国全体の経済的厚生という観点からは，•特恵の供与による貿易の拡大は，供与国被供与国
双方の利益となるからである。．したがってここでは，競合的な商品を生産する先進国と開
発途上国とを仮定し，開発途上国にたいする特恵は無差別な自由貿易と比較して両国の経
済的厚生にどのような差異を生じさせるかを考察することにしよう。換言すれば，特恵の
存在するため先進国の第三国市場における輸出減少のコストと，開発途上国の第三国市場
における輸出増大の利益とを比較するのである。同様に図で示すことにしよう。
第3図の右の図は先進国の輸出供給曲線 S2函と，それにたいする第三国の輸入需要曲
'線恥D2である。自由貿易のばあい均衡点はE2に決まり，国際価格はOGに決定される。
開発途上国 先進国
s, 
ニ::::_~~~::::::: 蒻2
?
Xi 
第 3 図
n. 
x. 
一方，左の図は開発途上国の同商品の輸出供給曲線 S1S1である。 OG = OE1であるか
ら，自由貿易のばあい開発途上国側の輸出はゼロである。いま，先進国の輸出にのみ関税
がかけられているとしよう。ということは開発途上国の輸出に特恵が与えられているとい
うことである。そのため，先進国の関税を含む輸出供給曲線が S2'S2'にシフトするとし
よう。そうすると，先進国の輸出はゼロとなるが，開発途上国からの輸出 OX1・は存在し
ているであろう。このように考えると，特恵の供与は先進国にHGE2で示される生産者剰
余の減少というコストをもたらす反面，開発途上国にE1FE1'で示される生産者剰余の増
加という利益をもたらす。したがって，商品協定のばあいと同様にコストと利益の差をr
で表わせば次のようになる。
I'=HGE2-E1 FE;, =_!__{ct27/2D20-(1 -a)2ふS1o}t2
2 
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砂D20a= 
砂D20+工硲20
, O~a~l 
(Pi。幽布＝ ） 饂国の輸出にたいする第三国の輸入需要の弾力性
D20 LIP 
e1(=¾o 靡）鑓国の輸出の供給の弾力性
c2(=金岱）開麟上国の輸出の供給の弾力性
P: 価格 (Po=1) 
t : 関税額
,5 5 3 
この結果の意味について簡単に説明しておこう。まず，このばあいrは必ずしもプラス
となるとは限らないことである。 ということは，特恵は無差別な自由貿易にくらぺて先進
国の輸出の減少と，開発途上国の輸出の増加をもたらすが，もし前者のコストが後者の利益
によってカバーされるならば，両国全体として利益となるからである。たとえば，極端な
・ばあい先進国の輸出にたいする第三国の需要の弾力性がゼロのばあいI'はプラスとなる。
これは先進国では関税賦課による輸入の減少はないから，特恵のコストはゼロとなるから
である。前記の式より一般的にいって，先進国の輸出にたいする第三国の需要の弾力性が
小さいほど，そして，先進国および開発途上国の輸出供給の弾力性が大きいほど， I'はマ
イナス，すなわち特恵は利益となる可能性は大きいであろう。逆のばあいは， I'はプラ
ス，すなわち特恵はコストとなる可能性は大きいであろう。商品協定のばあいと特恵のば
あいの援助のコストは単純には比較できないが，特恵のばあいはコストがマイナスすなわ
ち利益となる可能性が存するだけ援助国の観点から商品協定より有利な援助の方法である
といえよう。
結びにかえて
援助のコスト・利益概念の問題点この覚書では，種々の形態の援助のコストを，援助の
利益との関連において比較してきた。もっとも，経済援助と貿易を通ずる援助のばあいで
は，コスト・利益について概念的な違いがあり，両者を同じ次元で比較することはできな
いが，それぞれの内部では比較が可能であった。そして，その結果いくつかの興味深い命
題がえられた。しかし，このようなコスト・利益概念が援助政策に適用されるとなると，
むしろ多くの問題点が見出される。そこで最後に，こうした援助のコスト•利益概念のも
ついくつかの問題点を指摘して結びにかえることにしよう。なお， ここでの問題点は主と
us 
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して経済援助のコスト•利益に関するものである。
第1は援助の国際比較の基準としての妥当性の問題である。．最初の節であきらかにした
ように援助は種々の条件の異なる項目を含むものであり，同じく GNPの1バーセント援
助といっても国によって条件が異なるため，各国の真の負担分を算定する方法として提案
されたのが援助のコストという概念であった。現にDACにおいても，．援助のコストはグ
ラント・エレメントという名称で加盟国の援助の質的な基準として用いられている。しか
し問題は，各国同一の割引率で援助のコストが計算されていることである。援助のコスト
が経済厚生上の犠牲を表わすことを意図するものであるならば，各国それぞれの資本収益
率で割引かれなければならない。資本収益率の高い国は，その高い収益の機会を放棄して
他国を援助しているのであるから，当然それにともなう経済厚生上の犠牲は大きいであろ
う。資本収益率の低い国は，援助にともなう経済厚生上の犠牲も少ないはずである。しか
し，そうかといって，各国それぞれの資本収益率で計算された援助のコスト概念が国際比
較の基準として用いられるとなると，＼•これもまた問題であろう。というのは，資本収益率
の高い国は，同じ条件の援助でも援助のコストは大きくなり，少ない援助でよい，あるい
は，きびしい条件の援助でよいということになるからである。こうした理由から，現行の
単純な援助のコストという概念は援助の国際比較の基準として必ずしも適切なものとは思
われない。このことは援助の利益についても同様である。
第 2 は資本収益率評価の困難である。援助のコスト•利益の測定に当っては資本収益率
が決定的な役割を果すことは，さきに求めた諸式からあきらかであろう。しかし，この重
要な資本収益率の正確な評価は実は非常に困難なものである。それは1つには，援助のコ
ストを求めるため将来収入あるいは支出を割引く資本収益率は本来予想資本収益率でなけ
ればならないことと，いま 1つは， 1国全体の資本収益率は外部経済，あるいは不経済を
考慮した社会的資本収益率でなければならないこととである。
第3は拘束（ひもつき）援助のばあいを無視していることである。現在，二国間援助に
おいては，援助の協定で規定されていようと否とにかかわらず，事実上拘束援助が一般的
であることは周知のことである。そうであるならば，援助額はひもつきの財やサーピスに
支払う額と世界市場価格で評価された額との差だけ割引かなければならない。このことは
少くとも援助の利益を減少させるであろう。
第4は援助の二次的効果をすべて無視していることである。ここでいう援助のコ・スト・
利益とは，援助による直接の貨幣収入と支出の現在価値である。しかし，援助は援助国の
囃血増加，被援助国の輸入増加となって二次的な貨幣収入， あるいは貨幣支出をもたら
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す。ことに現在のように拘束（ひもつき）援助が一般的なばあいはこの効果は強力で確実
であろう。いずれにしても，援助という貨幣の移転が，貿易上の移転をひきおこし，それ
によって貨幣の逆方向への移転を結果することは， トランスファー理論として周知のこと
がらである。・しかし，ここでの援助のコスト•利益概念は貿易誘発による援助の二次的効
果はすべて無視されている。もし，こうした二次的効果の部分を控除するとすれば，援助
のコストは小さくなって，ときにはマイナス，すなわち利益となるかもしれないし，援助
の利益も小さくなって，ときにはマイナス，すなわちコストとなるかもしれないであろ
• つ。
第 5 は援助のコスト•利益概念の静学性である。いうまでもなく，援助は開発途上国の
．経済発展を最大の目的としてなされるものである。したがって，援助のコスト•利益とい
うばあい経済発展という槻点からとらえられなければならないであろう。
以上の理由で，この覚書における援助のコスト•利益概念はその使用上一定の限界を持
つものといわなければならないであろう。しかし，この限界を認識すれば，援助のコスト
•利益という概念は種々異なる条件からなる各国の援助の負担分，あるいは利得分を測定
する便利な概念であって，その理論的，実証的研究が今後いっそう進められなければなら
ないと思われるのである。
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